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2022年１月17日 

各 位 

会 社 名  エムケー精工株式会社  

代表者名  代表取締役社長     丸 山 将 一 

(コード番号 5906 JASDAQ) 

問合せ先  取締役管理本部長   酒 向 邦 明 

 (TEL 026－272－0601) 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

エムケー精工株式会社（以下「当社」という）は、本日開催の取締役会において、2022年３月21日

を効力発生日として、連結子会社であるエムケーミクスト株式会社（以下「エムケーミクスト」とい

う）を吸収合併（以下「本合併」という）することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

 なお、本合併は当社100％出資の連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・

内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

  当社は、「美・食・住」を軸としつつ事業分野の拡大を図るため、2018 年６月にエムケーミクス

トをＭ＆Ａにより連結子会社といたしました。エムケーミクストは、撹拌機の製造及び販売を主

力としており、当社と接点のなかった業界に販路を有しています。今後、組織運営の一体化による

技術力の向上と開発・生産・営業・アフターサービスの強化を通じて、一層の事業基盤の拡大を目

指すため、同社を吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

（１）合併の日程 

   取締役会決議日（当社）        2022 年１月 17 日（月）           

   取締役会決議日（エムケーミクスト）  2022 年１月 17 日（月） 

   合併契約締結日            2022 年１月 17 日（月） 

   実施予定日（効力発生日）       2022 年３月 21 日（月）（予定） 

 

 （注）本合併は、当社においては会社法 796 条第２項に定める簡易合併、エムケーミクストにお

いては会社法 784 条第１項に定める略式合併に該当するため、いずれも合併契約に関する株

主総会の承認を得ることなく行うものであります。 

 

（２）合併の方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、エムケーミクストは解散します。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

    本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 
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（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要（2021 年３月 21 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名 称 エムケー精工株式会社 エムケーミクスト株式会社 

（２）所 在 地 長野県千曲市大字雨宮 1825 番地 長野県埴科郡坂城町大字坂城

9637 番地 

（３）代 表者の役 職・氏 名 代表取締役社長 丸山将一 代表取締役社長 荒木栄治 

（４）事 業 内 容 モビリティ＆サービス機器、ライフ

＆サポート機器の製造販売 

撹拌機の製造及び販売 

（５）資 本 金 3,373 百万円 10 百万円 

（６）設 立 年 月 日 1956 年 12 月 17 日 2018 年６月１日 

（７）発 行 済 株 式 数 15,595,050 株 200 株 

（８）決 算 期 ３月 20 日 ３月 20 日 

（９）大 株主及び 持株比 率 

（2021 年９月 20 日現在） 

※ 

丸山永樹         8.89％ 

東京中小企業投資育成株式会社 

     8.02％ 

株式会社八十二銀行    4.94％ 

株式会社みずほ銀行    4.94％ 

エムケー精工従業員持株会 4.10％ 

エムケー精工株式会社  100.0％ 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2021 年３月期（連結） 2021 年３月期 

純 資 産 11,950 百万円 338 百万円 

総 資 産 25,113 百万円 631 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 821 円 90 銭 1,690,651 円 96 銭 

売 上 高 25,633 百万円 635 百万円 

営 業 利 益 1,507 百万円 49 百万円 

当 期 純 利 益   521 百万円 36 百万円 

1 株 当た り当 期純利 益 35 円 89 銭 181,215 円 67 銭 

※ 持株比率は自己株式（1,015 千株）を控除して計算しております。 

 

４．本合併後の状況 

本合併後における当社の商号、本社所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期

に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微

であります。また、当社事業のセグメント情報に変更はありません。 

                                        以 上 


